
証券コード9930
平成29年６月13日

株 主 各 位
東 京 都 渋 谷 区 東 二 丁 目 23 番 10 号

北沢産業株式会社
代表取締役社長 尾 崎 光 行

　

第70期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第70期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）営業
時間終了時、午後５時30分までに到着するようご送付くださいますようお願い申しあ
げます。

敬 具
　

記
　

1. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都渋谷区道玄坂二丁目10番地７号 新大宗ビル１号館
フォーラムエイト ６階 オリオンホール

3. 会議の目的事項

報告事項 1. 第70期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第70期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
　 計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役８名選任の件

第３号議案 会計監査人選任の件
　

　以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申

しあげます。また、資源節約のため、この「招集通知」をご持参くださいますようお願い申しあげます。
なお、代理人によるご出席の場合は、代理権を証明する書面を議決権行使書用紙とともに会場受付にご提
出ください。（代理人の資格は、定款の定めにより当会社の議決権を有する他の株主様１名に限ります。）

○ 総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承くださいますようお願い申し
あげます。

○　株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.kitazawasangyo.co.jp) に掲載させていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、中国や欧州経済など世界経済の減速
懸念に加え、英国のＥＵ離脱問題から金融および株式市場に大きな不安を与え、
円高・株安基調を招く等、先行き不透明な状況にあります。
　当社グループの主要取引先であります外食・中食産業におきましては、いまだ
消費者の節約志向は続いており、人手不足による人件費の高騰などの不安定な要
素も抱え、厳しい経営環境が続いております。
　このような環境の中で、当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高
は１７０億８２百万円（前年同期比2.3％増）と前年同期と比し増収となったもの
の、販売費及び一般管理費の上昇の影響から、営業利益は３億８百万円（前年同
期比19.2％減）、経常利益は３億６４百万円（前年同期比11.9％減）と前年同期と
比し減益となりました。親会社株主に帰属する当期純利益につきましては２億３
８百万円（前年同期は１億７９百万円の親会社株主に帰属する当期純利益）とな
りました。

　 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
　 (業務用厨房関連事業)

　業務用厨房関連事業につきましては、売上高は１６７億４８百万円と前年同期
に比し2.3％の増収、営業利益は７億２７百万円と前年同期に比し6.4％の減益と
なりました。

　 (不動産賃貸事業)
　不動産賃貸事業につきましては、売上高は３億３４百万円と前年同期に比し
0.2％の減収、営業利益は２億９百万円と前年同期に比し3.3％の増益となりまし
た。

　
　(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施いたしました設備投資にかかる設備投資額は、80百万円
であり、主に建物、備品およびソフトウエアの投資額であります。

　
　(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。
　
　(4) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　 該当事項はありません。
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　(5) 財産および損益の状況

　 (企業集団の営業成績および財産の状況の推移）

区分
第67期

(平成26年３月期)
第68期

(平成27年３月期)
第69期

(平成28年３月期)
第70期

(当連結会計年度)
(平成29年３月期)

売 上 高 (千円) 17,208,350 16,983,290 16,706,320 17,082,667

経 常 利 益 (千円) 549,708 463,932 413,302 364,083

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(千円) 235,570 77,740 179,462 238,736

１株当たり当期純利益 (円) 12.67 4.18 9.65 12.84

総 資 産 (千円) 16,861,635 16,812,478 16,837,272 17,001,958

純 資 産 (千円) 7,895,018 8,234,560 8,411,479 8,729,029

１株当たり純資産 (円) 424.66 442.93 452.45 469.53

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

　
　(6) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、国内の雇用環境や設備投資は引き続き緩やかな
がら回復基調で推移するものと思われますが、個人消費の回復の遅れが続いてお
り、先行き不透明な状況となっております。このような状況のもと、当社グルー
プは同業他社との差別化を図った高付加価値商品の販売を推進した積極的な営業
活動を展開し続けてまいります。
　次期の連結業績は売上高１７４億６０百万円、営業利益４億円、経常利益４億
４０百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は２億２５百万円を見込んでおり
ます。当社グループは、単品販売の強化を図るため、より競争力のある商品を重
点的に拡販し、24時間365日サービス体制を更に充実したものにする所存でありま
す。

　 また、リスク管理とコンプライアンスの強化を図ってまいります。
　
　(7) 重要な親会社および子会社の状況
　 ① 親会社との関係
　 該当事項はありません。
　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社北沢キープサービス 20百万円 100.0％ 厨房機器の修理、保守管理

エ ー ス 工 業 株 式 会 社 70百万円 100.0％ 食品加工機械・厨房機器の製造

サ ン ベ イ ク 株 式 会 社 42百万円 100.0％ 製菓・製パン機械器具の製造

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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　(8) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当企業集団は、業務用厨房機器・家具の販売を主に、これらに附帯する業務用
厨房機器の修理・保守サービスおよび業務用機械器具、製菓・製パン機械器具の
製造を行っているほか、不動産の賃貸業務を営んでおります。

　
　(9) 本社および主な事業所（平成29年３月31日現在）
　 ① 当社

本 社：東京都渋谷区東二丁目23番10号

支 店：札幌・仙台・宇都宮・水戸・大宮・東京・立川・千葉・横浜・名古
屋・松本・大阪・広島・松山・福岡

営業所：旭川・函館・帯広・青森・弘前・八戸・盛岡・水沢・秋田・山形・
郡山・いわき・新潟・前橋・甲府・柏・三島・浜松・富山・金沢・
福井・京都・岡山・山口・高松・高知・北九州・熊本・鹿児島・沖
縄

出張所：釧路・三重・長野・神戸・和歌山・松江・徳島・大分

　 ② 子会社

株式会社北沢キープサービス

本 社
埼玉県日高市大字下大谷沢３番地１
（当社日高流通センター内）

支 店 渋谷

営業所

旭川・札幌・函館・帯広・青森・弘前・八戸・盛岡・
仙台・秋田・山形・郡山・新潟・前橋・宇都宮・水
戸・大宮・東京・立川・甲府・千葉・横浜・三島・浜
松・名古屋・岐阜・松本・富山・金沢・京都・大阪・
岡山・山口・高松・松山・高知・北九州・福岡・鹿児
島・沖縄

分 室 渋谷

エ ー ス 工 業 株 式 会 社 本 社 埼玉県狭山市根岸689番１号

サ ン ベ イ ク 株 式 会 社 本 社 福岡県久留米市荒木町白口1981番１号

(注) 株式会社北沢キープサービスは、平成28年４月１日をもって旭川営業所を新設、平成28年９月
１日をもって函館営業所を新設いたしました。

　
(10) 従業員の状況（平成29年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数

517名 24名増 41才1ヶ月 11年11ヶ月

　(注) 1. 従業員数は全連結会社の就労人員の合計であります。
2. 従業員数には契約社員および臨時従業員（派遣社員、パートタイマーおよびアルバイト）

12名は含んでおりません。
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(11) 主要な借入先（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高（千円)

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,020,000

株 式 会 社 横 浜 銀 行 680,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 300,000

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,000

　
(12) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　 該当事項はありません。
　
2. 会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 72,000,000株

(2) 発行済株式の総数 23,818,257株

(3) 株 主 数 3,923名

　(4) 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

北 沢 持 株 会 1,489 8.01

北 沢 産 業 従 業 員 持 株 会 1,078 5.80

株 式 会 社 北 陸 銀 行 921 4.95

福 島 工 業 株 式 会 社 778 4.18

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 378 2.03

株 式 会 社 イ ン テ リ ッ ク ス 370 1.99

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 356 1.91

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 282 1.52

株 式 会 社 コ メ ッ ト カ ト ウ 272 1.47

ホ シ ザ キ 株 式 会 社 250 1.34

(注) 当社は、自己株式5,227,118株を保有しておりますが、上記大株主より除いております。また、
持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　
　(5) その他株式に関する重要な事項
　 特記すべき事項はありません。
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3. 会社役員に関する事項
　(1) 取締役および監査役の氏名等（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 尾 崎 光 行

常 務 取 締 役 酒 井 保太郎 本社営業本部長

取 締 役 石 塚 洋 管理本部長

取 締 役 小 山 栄 樹 営業戦略本部長兼キッチンコンサルタント室長

取 締 役 北 川 正 樹 購買部長

取 締 役 神 田 浩 徳 東北・関東ブロック担当

取 締 役 青 木 茂 男
公認会計士、公益財団法人金子国際文化交流財団 理事
長、一般財団法人会計教育研修機構 監事、茨城キリス
ト教大学 名誉教授

取 締 役 河 上 敏 嗣 株式会社東京富山会館 代表取締役社長

常 勤 監 査 役 杉 浦 英 助

監 査 役 藤 森 一 喜 税理士 藤森一喜税理士事務所

監 査 役 井 上 晴 孝 弁護士 井上晴孝法律事務所

監 査 役 納 谷 全一郎 弁護士 あきつ総合法律事務所

　(注) 1. 当事業年度中における取締役および監査役の異動は次のとおりであります。
(1) 平成28年６月29日開催の第69期定時株主総会において、青木茂男氏および河上敏嗣氏は

取締役に新たに選任され、就任いたしました。
(2) 平成28年６月29日開催の第69期定時株主総会終結の時をもって、取締役佐竹隆司氏およ
び取締役成戸應之氏は任期満了により退任いたしました。

2. 取締役河上敏嗣氏は、当期中の平成28年４月１日から平成28年９月27日まで佐藤工業株式
会社常勤顧問でありました。

3. 取締役のうち青木茂男氏、河上敏嗣氏の２名は会社法第２条第15号に定める社外取締役で
あります。
監査役のうち藤森一喜氏、井上晴孝氏、納谷全一郎氏の３名は会社法第２条第16号に定め
る社外監査役であります。
なお、取締役青木茂男氏、取締役河上敏嗣氏、監査役井上晴孝氏は、東京証券取引所に対
し、独立役員として届け出ております。

4. 監査役藤森一喜氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。

　
　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役青木茂男氏、取締役河上敏嗣氏、監査役杉浦英助氏、監査役藤森
一喜氏、監査役井上晴孝氏および監査役納谷全一郎氏の６名との間で、会社法第
427条第１項の定めに基づき、同法第423条第１項に定める責任を限定する契約を
締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低責任
限度額としております。
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　(3) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額（千円）

取 締 役 10名 91,710

監 査 役 ４名 16,080

合 計 14名 107,790

　(注) 1. 取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬額には、平成28年６月29日開催の第69期定時株主総会終結の時をもって退任

した取締役２名を含んでおります。
3. 取締役の報酬限度額は、平成５年６月29日開催の第46期定時株主総会において月額20,000

千円以内（使用人分給与は含まれない。）と決議いただいております。
4. 監査役の報酬限度額は、平成２年６月28日開催の第43期定時株主総会において月額3,000千

円以内と決議いただいております。
5. 合計支給額は社外役員６名の報酬額12,540千円を含んでおります。
6. 平成26年６月27日開催の第67期定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、取

締役および監査役に対する退職慰労金を打ち切り支給することとし、その支給の時期は対
象となる取締役および監査役の退任時とすることを決議いただいております。

7. 上記報酬等の額のほか、平成26年６月27日開催の第67期定時株主総会決議に基づき、役員
退職慰労金を退任取締役１名に対して33,300千円、退任社外取締役１名に対して1,600千円
支給しております。

　
　(4) 社外役員に関する事項
　 ① 重要な兼職先と当社との関係

該当事項はありません。
　 ② 当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 出席状況

取 締 役 青 木 茂 男
平成28年６月29日就任以降の取締役会10回のうち10回に出席し、
経営全般の観点から、適宜発言しております。

取 締 役 河 上 敏 嗣
平成28年６月29日就任以降の取締役会10回のうち10回に出席し、
経営全般の観点から、適宜発言しております。

監 査 役 藤 森 一 喜
平成28年度の取締役会14回のうち、14回に出席し、また、平成
28年度の監査役会14回のうち14回に出席し、税理士の立場から
適宜発言しております。

監 査 役 井 上 晴 孝
平成28年度の取締役会14回のうち、13回に出席し、また、平成
28年度の監査役会14回のうち13回に出席し、弁護士の立場から
適宜発言しております。

監 査 役 納 谷 全一郎
平成28年度の取締役会14回のうち、14回に出席し、また、平成
28年度の監査役会14回のうち14回に出席し、弁護士の立場から
適宜発言しております。
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4. 会計監査人に関する事項

(1) 名 称 有限責任監査法人ハルタ

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬の額 26,000千円

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の
利益の合計額 26,000千円

(注) 1. 当社監査役会は、会計監査人に対する上記報酬等の額について会計監査人から監査計画
（監査方針、監査体制、監査項目、監査予定時間等）の説明を受けた後、その内容および報
酬見積額について前期実績と比較、経理部等関係各部門からの情報、評価等を踏まえ検討
した結果として報酬等の額は妥当と判断し、会社法第399条第１項の同意を行っておりま
す。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金
額は合計額で記載しております。

　(3) 非監査業務の内容
　 該当事項はありません。
　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社監査役会は、当該会計監査人が会社法、公認会計士法等の法令に違反、抵
触した場合および公序良俗に反する行為があったとした場合、その事実に基づき
当該会計監査人の解任または不再任の検討を行い、解任または不再任が妥当と判
断した場合、監査役会規程に則り「会計監査人の解任または不再任」に関する株
主総会に付議するための議案の内容を決定いたします。

　(5) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人 有限責任監査法人ハルタは、会社法第427条第１項の定めに
基づき責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任は、法令の
定める額に限定しております。

　
5. 会社の体制および方針「内部統制システムの構築に関する基本方針」
　当社は平成27年４月17日の取締役会において、「内部統制システムの構築に関する
基本方針」について改定を行い、下記のとおり決議いたしました。

主な改定内容は、「関係会社管理規程」、「公益通報者保護規程」などグループとし
ての体制を強化した項目を追加いたしました。

　
(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制
　 ① 業務運営の基本方針
　 当社では、以下の経営理念を経営の拠り所とする。
　 （経営理念）

我が社は、食品加工機器・厨房機器の総合販売会社として、新しい見識と技
術をお客様に提供し、共存共栄の理想を実現し、会社の安定と社員の幸福を
増進し、社会の繁栄に貢献することを経営の理念とする。

② 役員・使用人が、法令・定款違反行為を行いまたは行われようとしているこ
とに気付いたときは、速やかに代表取締役を含めた担当役員、または上司に
通報（匿名も可）しなければならないと定める。会社は通報内容を秘守し、
通報者に対して不利益な扱いを行わない。

③ 内部監査部門である監査室が、各部署における業務執行が法令・定款に適合
しているか否かの監査を実施する。
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(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制
① 株主総会議事録、取締役会議事録、販売戦略会議の議事録は、法令および取

締役会規程等に従い作成し、適切に保存・管理するものとし、取締役および
監査役は、当該規程に従い、常時閲覧できるものとする。

② 稟議書、契約書、会計帳簿、その他、行政機関ならびに証券取引所に提出し
た書類、経営および業務執行に関わる重要な情報、決定事項、社内通達など
は、法令および取締役会規程、文書取扱規程により適切に作成、保存・管理
し、取締役および監査役は、当該規程に従い、閲覧できるものとする。

　
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 損失の発生を回避するため、業務執行にあたっては、取締役会規程、稟議規

程および職務権限規程に定める決裁手続きにより、承認決裁を得た上で、こ
れを行うものとする。

② 損失の発生を回避するため、業務執行にあたっては、販売管理規程に定める
与信管理・リスク管理を実施し関係部署とも協議の上、これを行うものとす
る。

③ 監査室の監査により法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある
業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容および損失の程
度等について直ちに担当役員および担当部署に通報される体制を構築する。

　
(4) 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 定例の取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業

務執行状況の監督等を行う。
② 取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させる為、全取締役および関係

者が出席する販売戦略会議を毎月１回以上開催し、業務執行に関する基本事
項および重要事項に係る意思決定を機動的に行う。

③ 販売、管理他提案等に関する情報交換および取締役会への上申事項を判断・
協議する為、毎月１回以上取締役を含む部長会を開催する。尚、部長会の協
議事項としては、次長会および課長会より部長会に上申された検討事項を含
む。

　
(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社は業務執行状況・財務状況等を定期的に当社に報告するものとし、子

会社において経営上重要な事項を決定する場合は、関係会社管理規程に基づ
き、合議のうえ関係書類の提出を求め、検討・協議を行う。

② 子会社の事業運営やリスク管理体制などについては、担当役員が総合的に助
言・指導を行う。

　 ③ 監査室は、当社および子会社のリスク情報の有無を監査する。
④ 当社および子会社に損失の危険が発生し、監査室がこれを把握した場合には、

直ちに発見された損失の危険の内容、発生する損失の程度および当社と子会
社に対する影響等について、当社の取締役会および担当部署に報告される体
制を構築する。

⑤ 当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、
監査室は、子会社の各部署と十分な情報交換を行う。

⑥ 関係会社管理規程に基づき、関係会社に関する業務の円滑化および管理の適
正化を図り、円滑なグループ活動と技術、生産、営業、販売等の諸問題につ
き協調を促進するため、必要のある場合には関係会社会議を開催し、意思の
疎通を図る。
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⑦ 公益通報者保護規程において、子会社の取締役等の行為も通報対象となるこ
とや子会社も通報制度を利用できる通報者等に含まれている旨が規定されて
おり、これを周知することにより、グループにおける法令順守・コンプライ
アンス経営を強化する。

　
(6) 監査役会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの

独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
① 監査室は、必要に応じて監査役の職務を補助する。
② 前項の具体的な内容については監査役の意見を聴取し、担当取締役その他の

関係各方面の意見も十分に考慮し必要に応じて監査役の職務を補助すべき使
用人を選定する。

③ 前項に基づいて選定された使用人は、監査役から受けた指示に関して、取締
役、監査室長等の指揮命令を受けない。

④ 監査役の職務を補助すべき使用人には、監査役の指示による調査の権限を認
め、その者の人事に関する事項の決定には監査役会の同意を得る。

　
(7) 当社および子会社の取締役および使用人等が監査役に報告するための体制、そ

の他の監査役への報告に関する体制、報告したことを理由として不当な取扱い
を受けないことを確保するための体制

① 当社および子会社の取締役および使用人は会社に対し、著しい損害をおよぼ
す恐れのある事実を発見した時は法令に従い直ちに監査役に報告する。

② 当社および子会社の取締役および使用人は、各監査役の要請に応じて必要な
報告および情報提供を行うこととする。

③ 監査役は取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握
するため、主要な会議に出席するとともに稟議書その他業務執行に関する重
要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求める業
務が適正に執行されていることを監査する。

④ 公益通報者保護規程に基づき、総務部は内部通報窓口への通報の状況を監査
役に報告する。

⑤ 当社は、公益通報者保護規程に、通報者等が通報等をしたことおよび監査役
に報告した者が同報告をしたことを理由として、いかなる不利益な取扱いも
被ることがないよう、必要な措置を講ずるとともに、通報者等の職場環境の
保全に努める旨を規定している。

　
(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役の職務を補助する部署の設置に関する件、取締役および使用人が監査

役に報告をするための体制を含め、当社の監査体制と内部統制システムとの
調整を図り、監査体制の実効性を高める。

② 取締役および使用人は、監査の実効性確保に係る各監査役の意見を十分に尊
重しなければならない。

③ 監査役会は、監査の実施にあたり独自の意見形成を行うことを目的とし、必
要に応じて法律・会計の専門家その他の外部アドバイザーを会社の費用で活
用することができる。

　
(9) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
① 健全な会社経営のため、反社会的勢力との関係を遮断する。
② 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては警察等の外部

専門機関との連携体制を構築し、毅然とした態度を貫きます。
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6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、上記に掲げた「内部統制システムの構築に関する基本方針」を整備して
おります。運用状況は以下のとおりであります。
① 主な会議の開催状況として、取締役会は14回開催され、重要事項の決定なら

びに業務執行状況の監督等が適正に行われ、当社と利害関係を有しない社外
取締役が全てに出席いたしました。その他、監査役会は14回、販売戦略会議
は12回、部長会は12回開催いたしました。

② 監査役は、監査役会の監査方針に則り監査役会において定めた監査計画に基
づき監査を行うとともに、当社代表取締役社長および他の取締役との間での
意見交換、会計監査人との意見交換および監査室との意見交換により、情報
共有等の連携を図っております。

③ 内部監査部門である監査室は、内部監査基本計画に基づき、各部署および子
会社における業務執行が法令・定款に適合しているか否かの監査を実施いた
しました。

　
7. 株式会社の支配に関する基本方針
　
　1. 会社の支配に関する基本方針
　当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の
賛同を得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値・株主共同
の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。特定の
者の大規模買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式
を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。
　しかしながら、大規模な株式の買付けの中には、その目的等から見て企業価値・
株主共同の利益を著しく毀損するもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれ
のあるもの、対象会社の取締役会や株主が大規模な株式の買付けの内容について検
討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提
供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすため
に買収者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資
さないものも少なくありません。
　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営理念、
企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に
理解し、当社の企業価値・株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなけ
ればならないと考えております。従いまして、企業価値・株主共同の利益を毀損す
るおそれのある大規模買付者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者
として不適切であると考えており、これをもって会社の財務および事業の方針の決
定を支配する者の在り方に関する基本方針としております。

　
　2. 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組み
　当社を取り巻く環境は、少子高齢化に伴う人口減少等の構造的変化の進展、ライ
フスタイルの変化による食生活の一層の多様化、また、先行きが不透明な経済環境
などめまぐるしいものがあります。このような経営環境下において、当社では企業
価値向上の取り組みとして、外食産業を中心とする業界動向に関する情報収集の強
化を図ることにより常に変化していく顧客のニーズに的確に対応し、24時間365日サ
ービス体制といったアフターサービスの更なる向上に取り組むことで、取引先から
の信頼を更に強固なものにしていく所存でおります。当社グループは業務用厨房機
器発展の一翼を担う企業としての自負を基本に、高付加価値商品の販売・自社商品
の販売促進等商品差別化の推進を行ってまいります。また、自社商品を使用して頂
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くことによる効率的で安全性の高い作業環境の提案およびお客様のニーズを最優先
に考えた提案セールス・戦略的営業の推進を図り、市場ニーズの多様化にも柔軟に
対応できる積極的な事業展開を行っていく所存であります。今後の課題としては、
更なる単品販売の強化を図っていくなかで、コーヒーマシン・マルチクッカーおよ
びスチーム＆コンベクションオーブン等競争力のある商品を重点的に拡販するとと
もに、ホテル・病院・福祉施設・加工場等の大型施設への積極的な営業活動、24時
間365日サービス体制の一層の充実を目指してまいります。また、当社では
Potential Customer（潜在的な力を持ったお客様)、Previous Customer（以前のお
客様）への営業をPC営業と称した既存顧客の掘り起こし・独自の顧客リストを用い
た戦略的な営業活動等、こうしたお客様への営業基盤の強化も図っております。さ
らに、当社では「物を売るのは人である」の観点に立ち、人材教育についても積極
的に行っております。埼玉県日高市に所有する150名収容の会議室、40名収容の宿泊
設備、150平方メートルのテストキッチン等を備えた研修施設において社員研修を行
っております。研修施設においては、社員研修だけでなくお客様へのセミナーの場
としてフルに活用し、受注に結びつくなどの効果も得ております。不動産賃貸事業
においては、優良な入居者を確保することにより、安定的な収益の確保に努めてま
いります。当社はこれらの施策により、安定した業績の確保と健全な財務体質を構
築し、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益の確保・向上に取り組んでま
いります。

3. 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および
事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組み

　当社は、企業価値・株主共同の利益の保護および株主の皆様に大規模な買付けに
応じるか否かを適切に判断して頂く時間を確保することを目的として、大規模な買
付けに関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、特定株主
グループの議決権割合を20％以上とする当社株式等の買付行為、又は結果として特
定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株式等の買付行為（いずれにつ
いても当社取締役会があらかじめ同意したものを除き、以下、当該買付行為を「大
規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）
がなされる場合を適用対象とします。当社取締役会が設定する大規模買付ルールに
おいては、①大規模買付者が事前に当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提
供し、②それに基づき当社取締役会が当該大規模買付行為について評価・検討を行
うための期間が経過した後に大規模買付行為が開始されるというもので、その概要
は以下のとおりです。

　 (1) 意向表明書の当社への事前提出
　大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、大規模買
付ルールに従う旨の誓約および意向表明書をご提出いただきます。

　 (2) 大規模買付者からの情報の提供
　当社取締役会は、上記(1)の意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者か
ら当社取締役会に対して当初提供いただくべき、株主の皆様の判断および取締役
会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいま
す。）のリストを当該大規模買付者に交付します。当初提供していただいた情報を
精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大
規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。

　 (3) 取締役会による評価期間
　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が取
締役会に対し本必要情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金 (円貨）のみ
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とする公開買付けによる当社全株式の買付の場合）又は90日間 (その他の大規模
買付行為の場合）を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立
案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）とします。従って、大
規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。 当
社取締役会は、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの
勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公
表します。

　 (4) 独立委員会の設置
　本プランにおいて、大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲、大
規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、大規模買付行為が企業価値・
株主共同の利益を著しく損なうか否かおよび対抗措置をとるか否か等の検討およ
び判断については、その客観性、公正さおよび合理性を担保するため、当社は、
当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置しております。当社取締
役会は上記の判断を行うにあたりかかる独立委員会に必ず諮問することとし、独
立委員会は諮問を受けた事項について当社取締役会に対して勧告することとしま
す。

　 (5) 大規模買付行為がなされた場合の対応
　 ① 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮
に当該大規模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対
意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆様を説得するに留
め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模買
付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提案および
当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご判断
いただくことになります。
　但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付
行為が会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値・株主共同の利
益を著しく損なうと当社取締役会が判断した場合には、当社取締役会は企業価
値および株主共同の利益の確保・向上を目的として、例外的に新株予約権の無
償割当て等、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置を取ること
があります。

　 ② 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合
　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法
の如何にかかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守
ることを目的として、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法律および
当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否かおよび対抗措置の発動の適
否は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、外部専門家等の意見も参考にして当
社取締役会が決定します。具体的にいかなる手段を講じるかについては、その
時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。

　
4. 本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の

利益に合致し、当社の役員の地位の維持を目的とするものでないことについて
　 (1) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価
値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める
三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の
原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。また、本プランは、経済産業
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省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の
変化を踏まえた買収防衛策の在り方」に関する議論も踏まえたものです。

　 (2) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもっていること
　本プランは、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべ
きか否かを当社株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示する
ために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこ
と等を可能にするものであり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上
させるという目的をもったものです。

　 (3) 合理的な客観的発動要件の設定
　本プランは、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守していない、あるいは大
規模買付ルールを遵守していても株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす
買付である場合や株主に株式の売却を事実上強要するおそれがある買付である場
合など、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ対抗措
置が発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防
止するために独立委員会の勧告を経るなどの仕組みを確保しているものといえま
す。

　 (4) 当社取締役の任期は１年であること
　当社は、平成22年６月29日開催の定時株主総会において、当社取締役の任期を
従来の２年から１年に短縮いたしました。従って、本プランの有効期間中であっ
ても、毎年の当社取締役の選任を通じても、本プランについて、株主の皆様のご
意向を反映させることが可能となっております。

　 (5) 株主意思を重視するものであること
　当社は、平成28年６月29日開催の定時株主総会における、株主の皆様のご承認
に基づき、本プランを更新いたしました。
　本プランは、有効期間を平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から
３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時
までとするいわゆるサンセット条項が付されております。また、本プランの有効
期間の前であっても、①株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われ
た場合、②当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プ
ランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止される
ことになり、その意味で、本プランの消長および内容は、当社株主の合理的意思
に依拠したものとなっております。

　 (6) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により
廃止することができるものであり、当社株式を大量に買付けた者が、当社株主総
会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃
止することが可能です。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締
役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）で
はありません。 また、当社は取締役の期差任期制を採用していないため、本プラ
ンは、スローハンド型買収防衛策 (取締役の構成員の交替を一度に行うことがで
きないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 8,976,891 流 動 負 債 6,992,950

現 金 及 び 預 金 4,326,786 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,309,189

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,254,749 短 期 借 入 金 2,119,000

商 品 1,125,099 未 払 法 人 税 等 108,269

製 品 571 賞 与 引 当 金 106,333

仕 掛 品 15,830 そ の 他 350,158

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 46,949 固 定 負 債 1,279,978

繰 延 税 金 資 産 111,706 退 職 給 付 に 係 る 負 債 998,149

そ の 他 127,298 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 262,208

貸 倒 引 当 金 △32,100 そ の 他 19,620

固 定 資 産 8,025,067 負 債 合 計 8,272,929

有 形 固 定 資 産 5,286,696 純 資 産 の 部

建 物 及 び 構 築 物 2,449,228 株 主 資 本 7,845,667

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 115,193 資 本 金 3,235,546

土 地 2,561,589 資 本 剰 余 金 2,965,130

建 設 仮 勘 定 3,798 利 益 剰 余 金 2,587,175

そ の 他 156,887 自 己 株 式 △942,185

無 形 固 定 資 産 79,072 その他の包括利益累計額 883,362

ソ フ ト ウ エ ア 26,161 その他有価証券評価差額金 891,076

そ の 他 52,911 退職給付に係る調整累計額 △7,714

投資その他の資産 2,659,297

投 資 有 価 証 券 2,130,833

破 産 更 生 債 権 等 208,475

長 期 預 金 200,000

繰 延 税 金 資 産 64,256

そ の 他 251,126

貸 倒 引 当 金 △195,394 純 資 産 合 計 8,729,029

資 産 合 計 17,001,958 負 債 純 資 産 合 計 17,001,958
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 17,082,667

売 上 原 価 12,959,141

売 上 総 利 益 4,123,525

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,815,035

営 業 利 益 308,490

営 業 外 収 益

受 取 利 息 315

受 取 配 当 金 34,502

受 取 家 賃 8,519

為 替 差 益 3,697

そ の 他 37,301 84,336

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,587

支 払 手 数 料 14,154 28,742

経 常 利 益 364,083

特 別 利 益

厚 生 年 金 基 金 解 散 損 失 引 当 金 戻 入 額 38,775 38,775

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 48

固 定 資 産 除 却 損 1,003 1,052

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 401,807

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 170,811

法 人 税 等 調 整 額 △7,740 163,070

当 期 純 利 益 238,736

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 238,736
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年４月１日残高 3,235,546 2,965,130 2,441,394 △942,185 7,699,886

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △92,955 △92,955

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

238,736 238,736

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の
変 動 額（純 額)

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － 145,780 － 145,780

平成29年３月31日残高 3,235,546 2,965,130 2,587,175 △942,185 7,845,667

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

平成28年４月１日残高 714,969 △3,376 711,592 8,411,479

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △92,955

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

238,736

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の
変 動 額（純 額)

176,106 △4,337 171,769 171,769

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

176,106 △4,337 171,769 317,549

平成29年３月31日残高 891,076 △7,714 883,362 8,729,029

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 19時25分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連 結 注 記 表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

　1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数及び連結子会社の名称

① 連結子会社の数 ３社

② 連結子会社の名称 株式会社北沢キープサービス

エース工業株式会社

サンベイク株式会社

　2. 持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　4. 会計方針に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

　 ② デリバティブ

　 時価法を採用しております。

　 ③ たな卸資産

　 商品

　 個別法による原価法

　 製品及び仕掛品

　 売価還元法による原価法

　 原材料及び貯蔵品

　 最終仕入原価法

　 たな卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によっております。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～７年

なお、取得価額が100千円以上200千円未満の少額減価償却資産について

は、３年間で均等償却する方法を採用しております。

② 無形固定資産 定額法

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ 長期前払費用 定額法
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　 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、当社は一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

また、連結子会社は、一般債権については貸倒実績率または税法上の規

定に基づく法定繰入率により、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給にあてるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金 当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程（内

規）に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

　 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。

　 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（１年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌連結会計年度に費用処理するこ

ととしております。

　 ③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しております。

　 (5) 重要な収益及び費用の計上基準

　 ① ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　 リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　 ② 据付工事を含む販売契約に係る収益の計上基準

当連結会計年度に着手した据付工事を含む販売契約のうち、納品開始か

ら90日以上で、進捗部分について成果の確実性が認められる販売契約に

ついては工事進行基準（販売の原価比例法）を、その他の据付工事を含

む販売契約については検収基準を適用しております。

　 (6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により、円貨に換算

し、為替差額は損益として処理しております。

　 (7) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

　

　(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

(実務対応報告第32号 平成28年６月17日)を当連結会計年度より適用し、平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法へ変更しております。

　この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

　

(表示方法の変更)

　

　(連結貸借対照表)

前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「破産更生債権等」は、金額

的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

　

(会計上の見積りの変更)

　

当社及び一部の連結子会社が加入する東京都家具厚生年金基金は、平成26年９月22日開催の代議員

会において特例解散の決議がなされ、平成27年３月期において同基金解散に伴う損失の合理的な見積

額の算定が可能となり、同基金からの通知額に基づき厚生年金基金解散損失引当金111,146千円を計上

いたしました。

　同基金は、平成26年11月28日付厚生労働大臣の解散認可の後、清算結了へと業務が進められてまい

りましたが、平成28年10月14日に同基金清算人より、当社及び当社連結子会社が負担すべき金額が当

初算出した金額より減少する旨の通知がありました。これに伴い、当連結会計年度において、厚生年

金基金解散損失引当金の見積りを変更いたしました。

　その結果、当連結会計年度において、特別利益に厚生年金基金解散損失引当金戻入額38,775千円を

計上し、税金等調整前当期純利益が同額増加しております。

　

(追加情報)

　

　(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)を

当連結会計年度から適用しております。
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(連結貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,784,575千円

2. 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度限度額及び
貸出コミットメントの総額

3,600,000千円

借入実行残高 2,100,000千円

差引額 1,500,000千円

3. 偶発債務

当社は、株式会社アトリエリーブ(東京都品川区)から、平成29年1月12日付けで東京地方裁判所

において、株式会社アトリエリーブが当社に発注した新工場の内装工事等の履行期日が遅延したこ

とにより営業機会損失が生じた等の主張により、損害賠償金229,362千円の支払い及び株式会社ア

トリエリーブの当社に対する支払義務61,721千円の不存在確認等を求める訴訟の提起を受け、現在

係争中であります。

　本件は訴訟の帰趨によっては、当社の連結業績に影響を与える可能性がありますが、現時点では

その影響を合理的に見積もることが困難であり、裁判において当社の考えを適切に主張していく方

針であります。

　

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

　1. 連結会計年度末日における発行済株式の数

普通株式 23,818,257株

　2. 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 92,955千円 ５円 平成28年３月31日 平成28年６月30日

　

　3. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 92,955千円 5円 平成29年３月31日 平成29年６月30日
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(金融商品に関する注記)

　1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループでは、資金運用については短期的な預金を基本とし、一時的な余資が生じた場合は

安全性の高い金融資産で運用しております。また、運転資金は銀行借入にて調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って取引先ごとに期日及び残

高の管理を行い、主な取引先の信用状況は定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券は全て株式であり、上場株式については

四半期ごとに時価の把握をしております。また、デリバティブは外貨建資産、負債に係る為替相場

の変動リスクを回避する目的のみで行うものとしております。

　2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます。
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 4,326,786 4,326,786 －

(2) 受取手形及び売掛金 3,254,749 3,254,749 －

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 2,129,321 2,129,321 －

(4) 長期預金 200,000 201,506 1,506

資産計 9,910,858 9,912,364 1,506

(1) 支払手形及び買掛金 4,309,189 4,309,189 －

(2) 短期借入金 2,119,000 2,119,000 －

負債計 6,428,189 6,428,189 －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　資 産
　 (1) 現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

　 (3) 投資有価証券
　 これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。
　 (4) 長期預金

これらの時価については、元利金の受取見込み額を、新規に同様の預入を行った場合に想定さ
れる預金金利で割り引いて算定する方法によっております。

　負 債
　 (1) 支払手形及び買掛金、並びに（2）短期借入金

これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,511

　上記については、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3）投資
有価証券」には含めておりません。
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(賃貸等不動産に関する注記)

　1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや

賃貸マンション（土地含む。）を所有しております。平成29年３月期における当該賃貸等不動産に

関する賃貸利益は209,896千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価

2,557,689 3,989,491

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

2. 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額 (指標
等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　
(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 469円 53銭

2. １株当たり当期純利益 12円 84銭
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貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 8,637,952 流 動 負 債 6,983,061

現 金 及 び 預 金 4,064,272 支 払 手 形 2,689,463

受 取 手 形 416,640 買 掛 金 1,697,285

売 掛 金 2,819,410 短 期 借 入 金 2,100,000

商 品 1,077,883 未 払 金 110,900

前 払 金 20,306 未 払 費 用 24,247

前 払 費 用 61,042 未 払 法 人 税 等 95,937

繰 延 税 金 資 産 106,490 未 払 消 費 税 等 75,888

そ の 他 104,006 前 受 金 46,528

貸 倒 引 当 金 △32,100 預 り 金 38,594

固 定 資 産 8,148,039 前 受 収 益 16,569

有 形 固 定 資 産 5,240,856 賞 与 引 当 金 85,500

建 物 2,432,134 設 備 関 係 支 払 手 形 2,147

構 築 物 15,138 固 定 負 債 1,222,389

機 械 装 置 285 退 職 給 付 引 当 金 941,669

車 両 運 搬 具 73,202 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 258,700

工 具 器 具 備 品 154,707 長 期 預 り 保 証 金 21,564

土 地 2,561,589 長 期 前 受 収 益 456

建 設 仮 勘 定 3,798 負 債 合 計 8,205,450

無 形 固 定 資 産 76,728 純 資 産 の 部

借 地 権 31,555 株 主 資 本 7,689,464

電 話 加 入 権 19,233 資 本 金 3,235,546

ソ フ ト ウ エ ア 25,321 資 本 剰 余 金 2,965,130

そ の 他 618 資 本 準 備 金 2,964,867

投資その他の資産 2,830,454 そ の 他 資 本 剰 余 金 263

投 資 有 価 証 券 2,130,833 利 益 剰 余 金 2,430,972

関 係 会 社 株 式 173,001 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,430,972

破 産 更 生 債 権 等 208,475 土 地 圧 縮 積 立 金 54,931

長 期 前 払 費 用 8,729 建 物 圧 縮 積 立 金 4,412

繰 延 税 金 資 産 60,914 構 築 物 圧 縮 積 立 金 104

会 員 権 1,300 繰 越 利 益 剰 余 金 2,371,524

長 期 預 金 200,000 自 己 株 式 △942,185

リ ー ス 投 資 資 産 52,953 評価・換算差額等 891,076

そ の 他 189,641 その他有価証券評価差額金 891,076

貸 倒 引 当 金 △195,394 純 資 産 合 計 8,580,541

資 産 合 計 16,785,992 負 債 純 資 産 合 計 16,785,992
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損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 17,007,389

売 上 原 価 13,129,048

売 上 総 利 益 3,878,340

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,625,727

営 業 利 益 252,612

営 業 外 収 益

受 取 利 息 476

受 取 配 当 金 37,442

受 取 家 賃 8,519

受 取 手 数 料 975

受 取 賃 貸 料 7,350

為 替 差 益 3,697

そ の 他 33,563 92,025

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,231

支 払 手 数 料 14,154 28,386

経 常 利 益 316,251

特 別 利 益

厚 生 年 金 基 金 解 散 損 失 引 当 金 戻 入 額 36,977 36,977

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 48

固 定 資 産 除 却 損 1,001 1,050

税 引 前 当 期 純 利 益 352,178

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 151,170

法 人 税 等 調 整 額 △5,913 145,256

当 期 純 利 益 206,921
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

平成28年４月１日残高 3,235,546 2,964,867 263 2,965,130 2,317,007 2,317,007

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △92,955 △92,955

当 期 純 利 益 206,921 206,921

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 113,965 113,965

平成29年３月31日残高 3,235,546 2,964,867 263 2,965,130 2,430,972 2,430,972

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

平成28年４月１日残高 △942,185 7,575,499 714,969 8,290,468

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △92,955 △92,955

当 期 純 利 益 206,921 206,921

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額)

176,106 176,106

事業年度中の変動額合計 － 113,965 176,106 290,072

平成29年３月31日残高 △942,185 7,689,464 891,076 8,580,541
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　(注) その他利益剰余金の内訳
(単位：千円)

固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金 合計

平成28年４月１日残高 59,792 2,257,215 2,317,007

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △92,955 △92,955

当 期 純 利 益 206,921 206,921

固定資産圧縮積立金の取崩 △343 343 －

事業年度中の変動額合計 △343 114,309 113,965

平成29年３月31日残高 59,448 2,371,524 2,430,972
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

　1. 資産の評価基準及び評価方法

　 (1)有価証券

　 子会社株式及び関連会社株式

　 総平均法による原価法

　 その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

　 (2)デリバティブ 時価法を採用しております。

　 (3)たな卸資産

商 品 個別法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～50年

車両運搬具 ４～７年

なお、取得価額が100千円以上200千円未満の少額減価償却資産について

は、３年で均等償却する方法を採用しております。

(2) 無形固定資産 定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 長期前払費用 定額法

　3. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給にあてるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の

負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上しております。

　① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお

ります。

　② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌事業年度に費用処理する

こととしております。
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(4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程（内規）に

基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

　4. 重要な収益及び費用の計上基準

　 ① ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　 リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　 ② 据付工事を含む販売契約に係る収益の計上基準

　当事業年度に着手した据付工事を含む販売契約のうち、納品開始から90日以上で、進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる販売契約については工事進行基準（販売の原価比例法）を、そ

の他の据付工事を含む販売契約については検収基準を適用しております。

　5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により、円貨に換算し、為替差額は損益として処

理しております。

　6. その他計算書類作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　

(会計方針の変更)

　

　(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

(実務対応報告第32号 平成28年６月17日)を当事業年度より適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法へ変更しております。

　この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

　

(会計上の見積りの変更)

　

当社が加入する東京都家具厚生年金基金は、平成26年９月22日開催の代議員会において特例解散の

決議がなされ、平成27年３月期において同基金解散に伴う損失の合理的な見積額の算定が可能となり、

同基金からの通知額に基づき厚生年金基金解散損失引当金105,992千円を計上いたしました。

　同基金は、平成26年11月28日付厚生労働大臣の解散認可の後、清算結了へと業務が進められてまい

りましたが、平成28年10月14日に同基金清算人より、当社が負担すべき金額が当初算出した金額より

減少する旨の通知がありました。これに伴い、当事業年度において、厚生年金基金解散損失引当金の

見積りを変更いたしました。

　その結果、当事業年度において、特別利益に厚生年金基金解散損失引当金戻入額36,977千円を計上

し、税引前当期純利益が同額増加しております。

　

(追加情報)

　

　(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)を

当事業年度から適用しております。
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(貸借対照表に関する注記)
1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,526,530千円

2. 関係会社に対する短期金銭債権 76,276千円

　 〃 短期金銭債務 181,140千円

　 〃 長期金銭債務 2,400千円

3. 当社におきましては、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度限度額及び
貸出コミットメントの総額

3,600,000千円

借入実行残高 2,100,000千円

差引額 1,500,000千円

4. 株式会社北沢キープサービスの金融機関からの借入金19,000千円に対し、保証予約を行っており

ます。

5. 偶発債務

当社は、株式会社アトリエリーブ(東京都品川区)から、平成29年1月12日付けで東京地方裁判所

において、株式会社アトリエリーブが当社に発注した新工場の内装工事等の履行期日が遅延したこ

とにより営業機会損失が生じた等の主張により、損害賠償金229,362千円の支払い及び株式会社ア

トリエリーブの当社に対する支払義務61,721千円の不存在確認等を求める訴訟の提起を受け、現在

係争中であります。

　本件は訴訟の帰趨によっては、当社の連結業績に影響を与える可能性がありますが、現時点では

その影響を合理的に見積もることが困難であり、裁判において当社の考えを適切に主張していく方

針であります。

　

(損益計算書に関する注記)

　1. 関係会社との取引高
売上高 165,833千円

仕入高 1,391,879千円

営業取引以外の取引高 872千円

2. 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 24,889千円

　
(株主資本等変動計算書に関する注記)

　 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 5,227,118株
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(税効果会計に関する注記)

　 繰延税金資産

賞与引当金 26,385千円

未払事業税 20,707千円

貸倒引当金 69,807千円

退職給付引当金 288,435千円

役員退職慰労引当金 79,213千円

商品評価損 24,408千円

投資有価証券評価損 108,168千円

有形固定資産減損損失 106,724千円

会員権評価損 28,805千円

その他有価証券評価差額金 7,668千円

その他 5,912千円

繰延税金資産小計 766,236千円

評価性引当額 229,031千円

繰延税金資産合計 537,204千円

　 繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 26,284千円

その他有価証券評価差額金 343,514千円

繰延税金負債合計 369,799千円

繰延税金資産の純額 167,405千円

　
(関連当事者取引に関する注記)

属性 会社名
議決権等の
所有割合

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社 ㈱北沢キープサービス 100％

売上高 151,733 売掛金 18,325

仕入高 477,383 未収金 52,052
営業取引以外の

取引高
870 買掛金 50,813

子会社 エース工業㈱ 100％

売上高 14,100 売掛金 431

仕入高 594,521 未収金 606
営業取引以外の

取引高
2 買掛金 73,950

前受金 426

長期預り保証金 2,400

子会社 サンベイク㈱ 100％

仕入高 319,973 未収金 4,860

買掛金 39,402

支払手形 16,547

取引条件及び取引条件の決定方針等
　(注) 1. 価格その他の取引条件は、市場価格を勘案して価格交渉の上で決定しております。
　 2. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
　
(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 461円 54銭

2. １株当たり当期純利益 11円 13銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月25日

北 沢 産 業 株 式 会 社

　取 締 役 会 御中
　 有限責任監査法人ハルタ

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 中 島 正 人 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 高 橋 正 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、北沢産業株式会社の平成28年４月１日か

ら平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、北沢産業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月25日

北 沢 産 業 株 式 会 社

　取 締 役 会 御中
　 有限責任監査法人ハルタ

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 中 島 正 人 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 高 橋 正 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、北沢産業株式会社の平成28年４月

１日から平成29年３月31日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第70期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締

役と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必

要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組

みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加

えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。
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2. 監査の結果

　(1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法

施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共

同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは

ないと認めます。

　(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人ハルタの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人ハルタの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月29日

北 沢 産 業 株 式 会 社 監査役会

常勤監査役 杉 浦 英 助 ㊞

監 査 役 藤 森 一 喜 ㊞

監 査 役 井 上 晴 孝 ㊞

監 査 役 納 谷 全一郎 ㊞

　(注) 監査役藤森一喜、井上晴孝、納谷全一郎は、会社法第２条第16号および第335条第３項に

定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

期末配当に関する事項
当期の期末配当は、安定配当を基調としつつ、今後の事業展開、経営体質

の充実強化に努める一方で、株主の皆様への日頃のご支援にお応えすべく、
以下のとおりといたしたいと存じます。

　 (1) 配当財産の種類
　 金銭
　 (2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　 当社普通株式１株につき金５円 総額92,955,695円
　 (3) 剰余金の配当が効力を生ずる日
　 平成29年６月30日

　
第２号議案 取締役８名選任の件

取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、
取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

１
尾　崎　光　行
お ざき みつ ゆき

(昭和22年３月10日)

昭和44年４月 当社入社

129,970株

平成２年６月 同 取締役業務部長

平成４年10月 同 常務取締役

平成13年４月 同 専務取締役

平成14年６月 同 代表取締役社長

平成17年３月 同 取締役株式会社北沢キープサービス

担当

平成17年４月 同 代表取締役社長

平成21年12月 同 代表取締役社長

営業戦略本部担当兼コーヒーマシン販売

促進部担当

平成23年４月 同 代表取締役社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、技術部門、輸入商品を取り扱う海外部門、

販売部門まで幅広い事業に従事し、その経験に基づき現

在は当社の代表取締役社長として、当社グループの経営

を牽引し、経営における重要事項の決定など企業価値向

上を図るために適切な役割を果たしており、今後におい

ても貢献が見込まれることから引き続き取締役候補者と

したものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

２
酒　井　保太郎
さか い やす た ろう

(昭和21年11月５日)

昭和48年４月 当社入社

37,066株

平成17年６月 同 取締役プロジェクトグループ長

平成17年10月 同 取締役プロジェクトグループ長兼購

買部担当

平成19年10月 同 取締役プロジェクトグループ長兼購

買部長

平成20年10月 同 取締役プロジェクトグループ長

平成23年４月 同 取締役プロジェクトグループ長兼建

装部長

平成23年６月 同 取締役本社営業本部長兼プロジェク

トグループ長兼建装部長

平成26年６月 同 常務取締役本社営業本部長兼プロジ

ェクトグループ長兼建装部長

平成27年４月 同 常務取締役本社営業本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、販売部門、購買部門、家庭用キッチンを取

り扱う部門に従事し、大型の案件に対する営業活動の豊

富な経験を有しております。その経験に基づき現在は当

社の取締役として、当社グループの経営を牽引し、経営

における重要事項の決定など企業価値向上を図るために

適切な役割を果たしており、今後においても貢献が見込

まれることから引き続き取締役候補者としたものであり

ます。

３
石　塚
いし づか

　 洋
ひろし

(昭和29年３月１日)

昭和52年４月 株式会社北陸銀行入行

45,161株

平成17年７月 当社（出向受入)、管理本部経理部長

平成18年６月 同 入社、取締役管理本部経理部長

平成21年12月 同 取締役管理本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　前職の銀行での豊富な経験を有し、入社以来、経理部

門他、管理部門の業務に従事しております。その経験に

基づき現在は当社の取締役として、当社グループの経営

を牽引し、経営における重要事項の決定など企業価値向

上を図るために適切な役割を果たしており、今後におい

ても貢献が見込まれることから引き続き取締役候補者と

したものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

４
小　山　栄　樹
こ やま えい き

(昭和32年１月２日)

昭和54年４月 当社入社

36,876株

平成７年９月 同 札幌支店長

平成８年７月 同 北海道ブロック長

平成16年４月 同 執行役員 北海道ブロック長

平成23年４月 同 執行役員 営業戦略本部長兼コーヒ

ーマシン販売促進部長兼キッチンコンサ

ルタント室長

平成23年６月 同 取締役営業戦略本部長兼コーヒーマ

シン販売促進部長兼キッチンコンサルタ

ント室長

平成25年４月 同 取締役営業戦略本部長兼キッチンコ

ンサルタント室長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、販売部門の業務に従事し、ブロックを統括

する役職の経験、営業を統括する部署での役職の経験を

有し、営業を統括する部署およびキッチンコンサルタン

トを行う部署の業務に従事しております。その経験に基

づき、現在は当社の取締役として、当社グループの経営

を牽引し、経営における重要事項の決定など企業価値向

上を図るために適切な役割を果たしており、今後におい

ても貢献が見込まれることから引き続き取締役候補者と

したものであります。

５
北　川　正　樹
きた がわ まさ き

(昭和33年１月３日)

昭和56年４月 当社入社

23,989株

平成17年４月 同 購買部長

平成19年４月 同 九州ブロック長

平成20年10月 同 購買部長兼海外部長

平成23年６月 同 執行役員購買部長兼海外部長

平成26年６月 同 取締役東日本営業本部長

平成28年４月 同 取締役購買部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、購買部門、輸入商品を取り扱う海外部門、

販売部門の幅広い業務に従事し、ブロックを統括する役

職の経験を有し、購買部門の業務に従事しております。

その経験に基づき、現在は当社の取締役として、当社グ

ループの経営を牽引し、経営における重要事項の決定な

ど企業価値向上を図るために適切な役割を果たしてお

り、今後においても貢献が見込まれることから引き続き

取締役候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

６
神　田　浩　徳
かん だ ひろ のり

(昭和35年４月11日)

昭和60年４月 当社入社

27,040株

平成13年７月 同 営業本部第三営業部長

平成19年10月 同 松本支店長

平成22年４月 同 大阪支店長兼神戸出張所長

平成26年６月 同 取締役西日本営業本部長

平成28年４月 同 取締役東北・関東ブロック担当（現

任）

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、販売部門に従事し、本社での部長職、ブロ

ックを統括する役職等での幅広い営業活動の経験を有

し、ブロックを統括する業務に従事しております。現在

は当社の取締役として、当社グループの経営を牽引し、

経営における重要事項の決定など企業価値向上を図るた

めに適切な役割を果たしており、今後においても貢献が

見込まれることから引き続き取締役候補者としたもので

あります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

７
青　木　茂　男
あお き しげ お

(昭和17年３月３日)

昭和40年４月 日本生命保険相互会社入社

1,079株

昭和44年６月 公認会計士登録

昭和60年４月 国際商科大学（現 東京国際大学）商学

部教授

平成２年７月 米国イリノイ大学客員研究員

平成９年４月 東京国際大学商学部経営情報学科長

平成12年４月 同大学 大学院商学研究科長

平成12年12月 同大学 副学長

平成14年４月 同大学 学長補佐

平成17年４月 青山学院大学大学院会計プロフェッショ

ン研究科教授

平成19年４月 同大学院 会計プロフェッション研究科

長

平成22年４月 茨城キリスト教大学経営学部教授

平成22年７月 財団法人金子国際文化交流財団（現 公

益財団法人金子国際文化交流財団）理事

長（現任）

平成23年４月 茨城キリスト教大学経営学部長

平成25年５月 茨城キリスト教学園理事

平成26年７月 一般財団法人会計教育研修機構監事（現

任）

平成27年７月 茨城キリスト教大学名誉教授（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）

【社外取締役候補者とした理由】

　過去に取締役として会社経営に直接関与した経験はあ

りませんが、大学教授、財団法人の理事長および監事と

しての豊富な経験と公認会計士としての財務および会計

に関する幅広い知見を有しており、当社の社外取締役と

して、取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に向け

ての適切な役割を担っていただけることが見込まれるこ

とから、引き続き取締役候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

８
河　上　敏　嗣
かわ かみ とし つぐ

(昭和25年８月16日)

昭和48年４月 株式会社北陸銀行入行

1,079株

平成６年１月 同行 東神奈川支店長

平成９年６月 同行 検査部資産監査室長

平成12年６月 同行 検査部長

平成13年６月 同行 融資第一部長

平成15年６月 同行 常任監査役

平成16年６月 株式会社ほくほくフィナンシャルグルー

プ常勤監査役

平成21年６月 佐藤工業株式会社顧問

平成21年９月 同社 取締役常務執行役員

平成24年９月 同社 取締役専務執行役員

平成26年６月 株式会社東京富山会館代表取締役社長

（現任）

平成27年９月 佐藤工業株式会社常勤顧問

平成28年６月 当社取締役（現任）

【社外取締役候補者とした理由】

　上場会社における豊富な役職経験と幅広い見識をもと

に、当社の社外取締役として、取締役会の監督機能の強

化と透明性の確保に向けての適切な役割を担っていただ

けることが見込まれることから、引き続き取締役候補者

としたものであります。

(注) 1. 各取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2. 社外取締役候補者の独立性について

青木茂男氏、河上敏嗣氏の両名は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取
締役候補者であります。
なお、青木茂男氏の当社社外取締役の就任期間は本総会終結の時をもって１年、河上敏
嗣氏の当社社外取締役就任期間は本総会の終結の時をもって１年となります。
当社は、青木茂男氏、河上敏嗣氏の両名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て届け出ており、両名の選任が承認された場合、引き続き独立役員として届け出を行う
予定です。

3. 当社と社外取締役は会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結し
ており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額として
おります。
本議案が承認された場合、当社と青木茂男氏、河上敏嗣氏の両名との間において同内容
の責任限定契約を継続する予定であります。

4. 取締役候補者の所有する当社の株式の数は、平成29年３月31日現在の状況を記載してお
ります。
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第３号議案 会計監査人選任の件
当社の会計監査人である有限責任監査法人ハルタは、本総会終結の時をも

って任期満了により退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いす
るものであります。

なお、本議案につきましては、監査役会の決定に基づいております。
また、監査役会が永和監査法人を会計監査人候補者とした理由は、同監査

法人の会計監査人に必要な専門性、独立性、監査活動の適切性等を総合的に
勘案した結果、当社の会計監査が適切かつ妥当に行われるものと判断したた
めであります。
会計監査人候補者は、次のとおりであります。

　

名 称 永和監査法人

事務所所在地
東京都新宿区矢来町114番地
高橋ビル２階

沿 革 平成17年４月 永和監査法人設立

概 要 出 資 金 10,000,000円

(平成29年３月31日現在) 構 成 人 員 公 認 会 計 士 24名（うちパートナー７名）

協 会 準 会 員 １名

その他補助者 ４名

事 務 局 ３名

合 計 32名

関 与 法 人 数 39法人

(注) 永和監査法人が原案どおりに選任された場合、当社と同監査法人は会社法第427条第１項の定
めに基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり
ます。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額とする予定で
あります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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首
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線

ＴＯＨＯシネマズ
渋谷

西武Ａ館

西武Ｂ館

東急
本店

新大宗ビル

ＦＯＲＵＭ８

至 246

Ｐ

Ｐ

玉
川
通
り
246

文
化

村
通

り109

道
玄
坂

ハチ公像

JR山手線至新宿

渋谷駅ハチ公口

株主総会会場ご案内図
　

日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時

場 所 東京都渋谷区道玄坂二丁目10番地７号
新大宗ビル１号館
フォーラムエイト ６階 オリオンホール
TEL 03－3780－0008

　

　

JR山手線・埼京線、井の頭線、東急東横線
地下鉄（銀座線、半蔵門線、東急田園都市線、副都心線)
各線 渋谷駅ハチ公口 徒歩約８分
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